
平成29年度　補助金見直しチェックシート（町民福祉課）

事業費 国支出金 県支出金 その他 一般財源 事業費 国支出金 県支出金 その他 一般財源

社会福祉協議会補
助金

町民福
祉課

単独補助
団体運営
補助

社会福祉協議会が行
う社会福祉活動や団
体育成などに支援を
行い、総合的な社会
福祉の推進を図る目
的で、法人運営事
業、団体育成事業、
ボランティア推進事業
等に対して補助金を
交付する。

H18
社会福祉
協議会

大台町社
会福祉協
議会補助
金交付要
綱

無 町単独 非公募 59,823 0 0 670 59,153 58,747 0 339 600 57,808 10/10 ―
実績等の
勘案によ
る

無し ― 多気町 29,772 負担金 明和町 20,659 大紀町 33,517

更生保護施設助成
金

町民福
祉課

協調補助
団体運営
補助

県内唯一の更生保護
施設の施設助成金。

不明
三重県保
護会

予算措置
のみ

無 町単独 非公募 6 0 0 0 6 6 0 0 0 6 10/10 6
県内各町
による人
口割

無し 多気町 9 大紀町 6 明和町 13

民生児童委員協議
会補助金

町民福
祉課

単独補助
団体運営
補助

民生委員児童委員
が、常に住民の立場
に立って相談に応じ、
必要な援助を行い、
社会福祉の増進に努
めるために、会議や
講演会、懇談会、勉
強会、研修会などを
行うことに対して補助
金を交付する。

H18

大台町民
生委員児
童委員協
議会

大台町民
生委員児
童委員協
議会補助
金交付要
綱

無 町単独 非公募 2,460 0 0 0 2,460 3,100 0 23 0 3,077 10/10 ―
実績等の
勘案によ
る

無し ― 多気町 900

社協予算
民生委員
40名×
15,000円
研修参加
費や旅費
は別途支
給

明和町 1,202

民生委員
51名×
20,000円
その他民
協たより印
刷代は別
途

大紀町 716
民生委員
41名

町保護司会補助金
町民福
祉課

単独補助
事業費補
助

大台町保護司会に対
する補助金で、多気
郡保護司会研修会参
加のための費用を負
担している。町の保護
司7人のうち参加人数
分を交付する。

不明
町保護司
会

予算措置
のみ

無 町単独 非公募 210 0 0 0 210 81 0 0 0 81 10/10 210
30,000円
×7名

無し 多気町 309

社協が事
務局（研修
以外の運
営費含む）

大紀町 70

社協が事
務局（研修
以外の運
営費含む）

明和町 495

社協が事
務局（研修
以外の運
営費含む）

敬老会等補助金
町民福
祉課

単独補助
事業費補
助

多年にわたり地域社
会に貢献された高齢
者に敬意を表するとと
もに、長寿を祝福する
ため、75歳以上の方
に１人1,500円の補助
金を交付する。

H25 区

大台町敬
老会等補
助金交付
要綱

無 町単独 公募 3,587 0 0 0 3,587 3,319 0 0 0 3,319 10/10 1.5/人

2,391人
（昭和17年
9月15日以
前生）×
1,500円

無し 多気町 210

事務局は
役場で、
町が敬老
会を行って
いる（演
劇、昼食、
催し物等）

明和町 1,640

事務局は
社協と役
場。

敬老福祉
大会等活
動費（老人
会）９０万
円を補助
金で町か
らは弁当
代・花・案
内状・印刷
代で７４万

大紀町 7,000

社協が事
務局（町は
委託費を
社協に支
払いしてい
る。）

障害児日中活動事
業運営費補助金

町民福
祉課

単独補助
団体運営
補助

障がい児を対象とし
た障がい児日中活動
事業（居場所づくり）を
運営する保護者団体
等に対し、障がい児
の健全な育成を促進
するとともに、保護者
の子育て支援を図る
ことを目的とし補助金
を交付する。

H26 団体

大台町障
がい児日
中活動事
業運営費
補助金交
付要綱

無 町単独 非公募 200 0 0 0 200 200 0 0 0 200

補助金の
額は、予
算の範囲
内で町長
が定める
額。

-
実績等に
より勘案

無し 明和町 50

町社協へ
委託して
いる障が
い福祉事
業費から
補助金を
交付して
いる。町か
ら直接補
助はして
いない。

大紀町 -

町内に団
体はない。
（把握して
いない）

多気町 -

自主グ
ループは
存在する
が、補助
はしていな
い。（座談
会程度の
活動）

チャイルドシート購
入補助金

町民福
祉課

単独補助
事業費補
助

就学前の乳幼児の保
護者に対して経済的
軽減と乳幼児の死傷
事故の防止を図るた
め、チャイルドシート
購入に対し、補助金
を交付する。

H18 申請者

大台町
チャイルド
シート購入
費補助金
交付要綱

無 町単独 公募 300 0 0 0 300 264 0 0 0 264 1/2 10
30件×
10,000円

無し 該当無し

平成29年度予算額 平成28年度決算額
根拠規定
等

法令によ
る義務付
け

国・県補
助状況

交付先選
定方法

財源別分
類

性質別分
類

事業の目的・概要
（100文字以内）

事業開始
年度

交付先

(１)補助内容

補助率
上限額
(千円）

金額(千
円)１

備考１市町名１
H29当初
積算根拠

直近の見
直し（70
字以内）

備考（100
字以内）

補助金等の名称
所管
課名

市町名２

（2）近隣市町の状況(H27決算ベース）

金額(千
円)２

備考２ 市町名３
金額(千
円)３

備考３ 市町名４
金額(千
円)４

備考４



一人親家庭等放課
後児童クラブ利用料
補助金

町民福
祉課

協調補助
団体運営
補助

放課後児童クラブを
利用するひとり親家
庭の保護者が負担す
る利用料を助成する
ことにより、ひとり親
家庭の福祉の増進を
図る。

H28
放課後児
童クラブ

大台町ひ
とり親家庭
放課後児
童クラブ利
用助成事
業実施要
綱

無
国･県協調
（町単あ
り）

公募 72 0 36 0 36 57 0 16 0 41 10/10
児童一人
当たり

月3,000円

月3,000円
×2名×12
月

無し - 大紀町 459

児童１人
あたり１月
3,000円を
上限とし放
課後児童
クラブに補
助し、放課
後児童ク
ラブは利
用料から
減免して
いる。

多気町 0

町が１か
所で直接
放課後児
童クラブを
運営して
おり、団体
に補助金
を交付して
いない。利
用料を児
童１人あた
り１か月
3,000円を
上限とし減
免してい
る。

明和町 604

児童１人
あたり１月
3,000円を
上限とし放
課後児童
クラブに補
助し、放課
後児童ク
ラブは利
用料から
減免して
いる。

- - -

学童保育運営補助
金

町民福
祉課

協調補助
団体運営
補助

国、県補助要綱基準
における補助

H28
放課後児
童クラブ

大台町放
課後児童
健全育成
事業費補
助金交付
要綱

無
国･県協調
（町単あ
り）

公募 6,160 2,053 2,053 0 2,054 5,498 1,832 1,832 0 1,834 10/10
国県基準
額

国県基準
額

無し - 大紀町 14,238

町内5か所
にある放
課後児童
クラブに補
助金を出
している。
（国の補助
基準によ
る）

多気町 0
県、国補
助2,902千
円

明和町 22,763

町内7か所
にある放
課後児童
クラブに補
助金を出
している。
（国の補助
基準によ
る）

- - -

墓地整備事業補助
金

町民福
祉課

単独補助
事業費補
助

既存墓地の過密解消
等墓地改良整備を図
る。

不明 区

大台町墓
地整備事
業補助金
交付要綱

無 町単独 公募 300 0 0 0 300 330 0 0 0 330
1/3（事業
費１０万円
以上）

1,000
30（千円）
×１地区

無し 多気町 716

５０％（上
限50万円）
参道舗装
７０％

明和町 0
類似事項
なし

大紀町 0
類似事項
なし

松阪市 0
類似事項
なし

特定不妊治療費助
成金

町民福
祉課

協調補助
事業費補
助

特定不妊治療以外の
方法では妊娠の見込
みがないか極めて少
ないと医師に診断さ
れた法律上の夫婦に
治療費の一部を助成
することで経済的負
担の軽減を図る。

H18 個人

大台町特
定不妊治
療費助成
事業実施
要綱

無
国･県協調
（町単あ
り）

公募 2,250 0 200 0 2,050 1,387 0 296 0 1,091
10/10

初回100、
2回目以降
150

150,000×
15件

H28.4月

国の実施
する補助
事業に金
額を上乗
せして実
施

多気町 600
上限10万
6件

明和町 807
上限10万
10件

大紀町 242
上限10万
3件

‐ ‐ ‐

妊婦健診助成金
町民福
祉課

単独補助
事業費補
助

妊婦健診を里帰り等
のため、県外の産科
医療機関や助産所で
受診した場合に、要し
た費用の全部または
一部を助成ことで経
済的負担の軽減を図
る。

H21 個人

大台町妊
婦一般健
康診査県
外受診費
補助金交
付要綱

無 町単独 公募 100 0 0 0 100 53 0 0 0 53 10/10
委託契約
料に準ず

る

20,000円
×5件

無し ‐ 多気町 115 3件 明和町 112 5件 大紀町 63 2件 ‐ ‐ ‐

不育症治療費補助
金

町民福
祉課

協調補助
事業費補
助

指定医療機関で不育
症と診断され、その治
療を受けている法律
上の夫婦に、１つの
治療期間の対象費用
に対し助成することで
経済的負担の軽減を
図る。

H26 個人

大台町不
育症治療
費補助金
交付要綱

無 町単独 公募 200 0 50 0 150 0 0 0 0 0 10/10 100
100,000×
2件

無し ‐ 多気町 0
上限10万
0件

明和町 0
上限10万
0件

大紀町 -
類似する
補助制度
なし

松阪市 912
上限10万
11件



評価
評価の理由・説明
（100字以内）

評価
評価の理由・説明
（100字以内）

評価
評価の理由・説明
（100字以内）

評価
評価の理由・説明
（100字以内）

評価
評価の理由・説明
（150字以内）

評価
評価の理由・説明
(67字以内）

評価
評価の理由・説明
(67字以内）

評価
評価の理由・説明
(67字以内）

評価
評価の理由・説明
(67字以内）

評価
評価の理由・説明
(67字以内）

評価
評価の理由・説明
(67字以内）

4

社会福祉協議会の
活動内容は広く町
民の福祉の向上に
つながっており、公
益性は高い。

4

補助金に関する書
類等は適切に処理
され保管されてお
り、地域での活動は
公平性が高い。

5

行政の地域福祉活
動を代行して事業
が行われており、類
似の事業が民間で
実施されていないた
め、必要性は高い。

3

事業効果について
は数字等で客観的
に示すことは難しい
が、事業の効果は
広く町民に普及して
おり、一定の効果は
ある。

3

経費は適切かつ明
確であり、補助金額
の妥当性もある。
しかし、他市町と比
べて補助額が高い
傾向がある。

0

補助率が10/10と
なっている。しかし、
事業によって精査
は必要である。

3
一部、団体運営補
助も含まれている。

3
町による直接執行
が一部可能なもの
もある。

3

他に事業の実施可
能な団体が町内に
はなく、公募はなじ
まない。

3
収支決算報告は提
出され、評価できて
いる。

0
各種団体に対して
再補助を実施してい
る。

31 ■継続

3

更生保護事業法に
基づく更生保護施
設に対する助成金
であり公益性が高
い。

4

法務大臣の認可を
受けた県内唯一の
更生保護であり公
平性、透明性が高
い。

4

更生保護事業法に
基づく法務大臣の
認可をうけた施設へ
の助成金であり必
要性が高い。

3

客観的に示すことは
できないが、被保護
者の円満な社会復
帰に貢献している。

3

平成27年度実績で
は、被保護者の収
容率は86.8%で、被
保護者の円満な社
会復帰に貢献して
いる。

3
県内市町による人
口割により算出して
おり適正である。

0
施設の運営助成金
である。

5
県内唯一の施設へ
の助成金であり適
正である。

3
県内唯一の施設へ
の助成金であり適
正である。

3

収支状況は把握し
ていないが、県内29
市町の人口比率に
より算出されてい
る。

5
再補助は実施して
いない。

36 ■継続

4

民生児童委員活動
は、広く町民の福祉
の向上につながっ
ており、公益性は高
い。

4

団体の性質上、特
定となっているが公
平性が保たれてい
る。書類等も適切に
処理され保管されて
いる。

4

補助がなければ充
実した研修等が実
施できにくく、行政
が補助する必要が
ある。

5

客観的に示すことは
できないが、団体の
活動は、町民に広く
効果が行きわたって
いる。

4

経費は適切かつ明
確であり、補助金額
の妥当性もある。
しかし、他市町と比
べて補助額が高い
傾向がある。

3

団体活動は、今後も
広く展開されること
が見込まれるが、精
査は必要である。。

3

団体運営補助金で
はあるが、総合計画
に活動が明記され
ており、町の重要な
団体である。

5
町による直接委託
業務ができない。

3
特定の団体であり、
公募できない。

3

補助金額は収入の
50％以下であり、繰
越金や積立金等は
ない。

5
再補助は実施して
いない。

43 ■継続

3

法務大臣に委嘱さ
れた保護司への補
助金であり、公益性
が高い。

4

交付要綱はない
が、法務大臣に委
嘱された保護司へ
の補助金であり公
平性がある。

3

保護司の活動に対
する補助金であり、
行政からの補助が
なければ成り立たな
い。

1
客観的に示すもの
はない。

5
保護司の活動に対
する補助で、実績に
応じて支出する。

3
補助率10/10である
が、行政が補助する
ことが適当である。

5
保護司の活動に対
する事業費補助で
ある。

0
町による直接執行
が適当である。

3

法務大臣に委嘱さ
れた保護司に対す
る補助であり、公募
は馴染まない。

3
研修に必要な経費
のみ支出している。

5
再補助は実施して
いない。

35 ■継続

2

補助対象となる町
民は限定され、補助
金の利用使徒が異
なるため、公益性に
乏しい。

4

補助要綱にて交付
先は明確となってお
り、団体間の不公平
はない。

2

近隣市町は行事を
行っており、行政が
主体となって行事を
行っているが、各区
に補助金を実績報
告に応じて補助して
いるため、必要性が
あるとは言えない。

2

当該団体は、積極
的に新しい取組みを
行っていない。今後
もその取組が変化し
ていく見込みは少な
く、若干効果は低
い。

2

近隣市町は町、社
会福祉協議会に事
務局を置き、全体と
して行事を行ってお
り比較はしにくい
が、補助金の使途
に関して見直しの余
地はある。

0
補助率が10/10と
なっており、合理的
な理由もない。

5
団体運営補助では
ない。

3
町による直接執行
が一部可能なもの
もある。

5

第2次総合計画の主
な取組みに具体的
な記述がある等、町
の重要施策に位置
づけられており、対
象を限定して交付を
行っているため。

0
交付先の各区の財
政状況を把握してい
ない。

5
再補助は実施して
いない。

30 ■見直し

今後ついては近隣市町の実施状
況を参考にしながら、区長会、高齢
者クラブと協議を行い検討を重ね
ていきます。

3

障がい児（13名）を
対象とした居場所づ
くりやその保護者同
士の交流の場とし
て、不可欠である、
また、障がい児の将
来の社会参加が可
能となるよう支援し
ていく必要があるた
め一定の公益性は
ある。

4

団体の性質上、特
定の団体のみであ
るが、主に集団療育
の場であるため、公
益性はある。

5

近隣市町に類似す
る補助制度はない
が、大台町において
は、町行政の重要
施策として位置付け
ており、行政の役割
として団体を支援し
ていくことに公益性
は高い。（総合計画
掲載）

1

客観的に示すことは
できないが、障がい
児の居場所づくりや
保護者同士の交流
の場、講師を招き集
団療育等を受ける
など、障がい児の地
域生活を送れる取り
組みは必要である。

4

近隣市町と比較で
きないが、不適切な
支出等は、一切見
受けられない。

3

補助金額・率ともに
明確な基準はない
が、団体の主な活
動としては、集団療
育であることから合
理的である。

3
団体運営補助金で
はあるが、必要な補
助金と考える。

5

第２次総合計画の
主な取り組みに位
置付けており、適合
している。

3

交付先団体の他
に、事業の実施可
能な団体が町内に
なく、公募は馴染ま
ない。

3

団体の性質上、収
入や寄付等を得る
ことについては、著
しく困難である。ま
た、繰越金や積立
金等は一切ない。

5
再補助は実施して
いない。

39 ■継続

3

補助対象となる町
民は限定されるが、
チャイルドシートを
購入するにあたり負
担軽減になるため、
補助金の一定の公
益性はある。 5

補助要綱にて交付
先は明確となってお
り、個人間の不公平
もない。

2
近隣市町に類似す
る補助制度がない。

3

補助金の交付によ
り、子育て世帯の負
担軽減に繋がり、子
育てのしやすい街
づくりに役立ってい
る。

3

近隣市町と比較で
きないが、不適切な
支出等は、一切見
受けられない。

5
補助率は1/2であ
る。

5
団体運営補助では
ない。

3
町による直接執行
や委託等による支
出が困難である。

5
補助交付先の選定
方法が公募である。

0

補助交付先がチャ
イルドシート購入者
で、当該事業にか
かる経費が、大きな
負担となっていると
考えられるため。

5
再補助は実施して
いない。
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(4)補助金見直しの新たな視点に関する評価 （5）今後の方向性及び内容

合計ポイ
ント

方向性
具体的な内容（時期や規模等）

（167字以内）

補助交付先の選定方法 補助交付先の財政状況 再補助は実施していな団体運営補助でない 補助金としての支出が補助額・率は適正である
(3)補助金見直しの基本的な視点に関する評価

行政関与の必要性 補助の効果 妥当性公益性 公平性・透明性



3

当該補助金に係る
交付要綱が整備さ
れており、第2次総
合計画との整合性
が取れている。

4

当該補助金に係る
交付要綱が整備さ
れており、補助金に
関する書類等が、適
切に処理され保管さ
れている。

4

近隣市町の動向、
当町の情勢などを
勘案し、公益上行政
が補助する必要が
あり、町が補助する
ことが、県の補助要
件となっている。

2

補助を行うことで、
間接的に、補助の
効果について、住民
等から評価の声を
頂いたことがある。

4

補助対象経費は適
切かつ明確であり、
社会通念上、公費
を充てることが不適
切でなく他市町と比
較して、均衡を欠い
ていない。

3

補助率が１／２を超
えているが、第2次
総合計画の主な取
組みに具体的な記
述がある等、町の重
要施策に位置づけ
られているため。

5
団体運営補助では
ない

5
町による直接執行
や委託等による支
出が困難である。

5
県との協調補助で
あるため。

3
国や県との協調補
助であるため。

5
再補助は実施して
いない。
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4

当該補助金に係る
交付要綱が整備さ
れており、第2次総
合計画との整合性
が取れている。

4

当該補助金に係る
交付要綱が整備さ
れており、補助金に
関する書類等が、適
切に処理され保管さ
れている。

5
補助がなければ実
施主体の自立は不
可能である。

2

補助を行うことで安
心な児童の居場所
が確保され、間接的
に、補助の効果につ
いて、住民等から評
価の声を頂いたこと
がある。

5

補助対象経費は適
切かつ明確であり、
社会通念上、公費
を充てることが不適
切でなく他市町と比
較して、均衡を欠い
ていない。

3

県、国の補助基準
額に基づき交付して
いる。人材・機材・経
験等の不足により、
町が直接執行する
ことが不効率である
ため。

3

第2次総合計画の主
な取組みに具体的
な記述がある等、町
の重要施策に位置
づけられているた
め。

3

人材・機材・経験等
の不足により、町が
直接執行することが
不効率であるため。

5

交付先団体の他
に、事業の実施可
能な団体が町内に
なく、公募は馴染ま
ないため。

3
国や県との協調補
助であるため。

5
再補助は実施して
いない。
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4

補助の対象となる
区の共同墓地は、
多くの町民の利用
に供されており、必
要不可欠なもので、
補助金の公益性は
高い。

4

補助金要綱にて交
付先は明確になっ
ており、団体間の不
公平もない。

町は、県より移譲に
よって、墓地管理者
であって、区が経営
を行っているので、
行政関与の必要性
がある。

3

補助金の交付によ
り墓地の適切な維
持管理意識が高
まっている。

4

補助金額・率ともに
明確な基準がなく見
直しの余地がある。
補助対象経費内に
不適切な者は含ま
れていない。

5

補助金額・率ともに
明確な基準がなく見
直しの余地がある。
補助対象経費内に
不適切な者は含ま
れていない。

5
団体運営補助金で
はあるが、必要な補
助金と考える。

5

委託や直接執行は
できにくく、現在の
補助金が適当であ
る

3
町内の必要な団体
に適切に選定され
ている。

3

補助交付先が区の
共同墓地で、社会
通念上、当該事業
にかかる経費が、著
しく大きな負担と
なっていると考えら
れるため。

5
再補助は実施して
いない。
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4

補助対象となる町
民は限定されるが、
特定不妊治療には
高額の治療費がか
かるため、経済的な
負担軽減になり、補
助金の公益性は高
い。

4

補助対象者は交付
要綱に明確に定め
られており公平性は
高い。

3

高額となる特定不
妊治療費の費用助
成を町が行うこと
で、少子化対策に
寄与しているため、
一定の必要性はあ
る。

4

年々、助成件数や
助成額が増加して
おり、妊娠に結びつ
く方もあり、十分な
効果はある。

3
補助金額は明確な
基準がなく見直しの
余地がある。

0
近隣市町と比べると
補助額は高額であ
る。

5
団体運営補助では
ない。

5

県との協調補助で
あるため、補助金と
しての支出が適切
である。

3
選定方法は公募で
ある。

5
県との協調補助で
あり、対象者の要件
に所得制限がある。

5
再補助は実施して
いない。
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3

補助対象となる町
民は限定されるが、
妊婦健診の機会を
県外へ里帰りする
妊婦にも保障するた
めの助成金であり、
一定の公益性はあ
る。

5

補助対象者は交付
要綱に明確に定め
られており。公平性
は高い。

3

妊婦健診の費用を
町が助成することに
より健診機会を保障
し、安心・安全な妊
娠期・出産をするこ
とができるため、一
定の必要性はある。

3

年度によって対象
者数は違うが、助成
を行うことで健診機
会を保障することが
できるため、一定の
補助効果はある。

3
町単独の事業であ
る。

3

交付限度額は、町
が県内医療機関等
に委託する契約単
価と同額である。

5
団体運営補助では
ない。

5

県外医療機関によ
る妊婦健診につい
ては、委託等による
支出が困難である
ため、補助金として
の支出が適切であ
る。

5

県内委託での妊婦
健診を、県外里帰り
妊婦でも同様に受
けられるのは、公平
性を考えても意義が
ある。

3

対象者の財政状況
を把握していない
が、県内受診の妊
婦と同額の助成が
受けられるのは、公
平性を考えても意義
がある。

5
再補助は実施して
いない。
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2

これまでに交付がな
いなく、対象も限ら
れるため公益性に
乏しい

5

補助対象者は交付
要綱に明確に定め
られており、公募し
ているので公平性
は高い。

2

高額となる不育症
治療費助成を町が
行うことで、少子化
対策に寄与する目
的があるが、申請者
がいない現状にあ
り、必要性はやや低
い。

1

これまでに交付がな
いないため、制度の
周知をしていく必要
がある。

4

他市町が実施する
助成金額と同額で
あり、妥当性はやや
高い。

3
他市町が実施する
助成金額と同額で
ある。

5
団体運営補助では
ない。

5

病院により治療内
容や治療金額が異
なるため、委託が困
難であり、補助金と
しての支出が適切
である。

5
選定方法は公募で
ある。

3
対象者の財政状況
は把握していない。

5
再補助は実施して
いない。
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